大阪市　女性の活躍促進検討プロジェクトチーム会議(第3回）　　　　　　2013.6.21

　　　　　　「女性の活躍促進の現状」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　槇村久子
１．背景

１）世界と日本の人口動態
　少子・高齢・人口減少の社会変化は世界のさきがけ、アジアも今後同じ傾向をたどる

　2100年の人口推移予測

日本　9133万人に　　　3520万人減少　　－27.8％

韓国　3722万人に　　　1096万人減少　　－22.8％

中国　9億4104万人に　4億29万人減少　－29.8％

　日本の生涯未婚率の上昇

1965年　男性1.5％　女性2.53％　→　2010年　男性20.14％　女性10.61％

＊少子・高齢・人口減少社会はさらに進行する可能性

　家族の単身化、地域社会の崩壊、職場の終身雇用の崩壊も始まっている

２）グローバル経済社会の加速度

・企業のイノベーションの創出と競争力の強化

　ダイバーシティ・マネジメントは、国籍、性別、経歴、年齢、障害等の異なる考え方か　　ら、新しいアイデアを見出す⇒　環境の変化に即した革新的な企業経営の原動力とする　　経営戦略

　事例：ケイタイ、ホテル、住宅　等々　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　日本の”ガラパゴス”化

・日本人、男性、壮年層、終身雇用という画一化　⇒　多様化

2.日本の現状

・ＧＧＩ（ジェンダーギャップ指数）98位　　経済100位、政治101位

・分野における指導的地位

行政分野

雇用分野　管理的職業従事者12.4％、役員・経営者層　＊経営者と管理職は異なる！

　　　　　民間企業（100人以上）課長級7.2％

司法分野

専門職　　　　　　　　　　　　　　個人の努力

　・活躍は基本的な3つ拡大が必要

量的拡大　　人口（労働力率）

質的拡大　　分野（就労分野）

垂直的拡大　地位（管理職、経営者）

・管理的職業従事者に占める国際比較　　日本10.6％、韓国9.6％

・Ｍ字型女子労働力率　

　

３．第3次男女共同参画基本計画の特徴
４．私の”昔話”から　（「職歴」に載らない大切な履歴）

１）（社）なら女性フォーラムを30年前に設立（最近解散）

　民・官・産・学、異分野の人々、アメーバ的水平組織

　当時考えたものは、すべて事業化、今では当たり前のことに

　⇒・新しい事業の創出　アイデアを出すだけではだめ　実行には意思決定の場が必要

　経済化できてこそ事業になる　（ソーシャルビジネス、社会起業家も）

・自分、人々や地域の課題とニーズの顕在化から

2) 『仕事と家庭』(東京海上各務記念財団懸賞論文最優秀賞）

3) 文部科学省・大学改革推進事業「現代的教育ニーズ取り組み支援プログラム」採択

　『女子学生のキャリア教育の体系化と普及』　

　

５．大阪市における女性活躍の現状

　雇用機会均等をめぐる状況

１）『平成23年度　企業における「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」　　への取り組み実態調査研究報告書』（大阪市・大阪市男女共同参画推進事業体）から

　Ｑ「女性の能力開発促進に関する取り組みをしているか」

「取り組んでいる｣39.6％（大企業48.1％、中小36.3％、小規模17.1％）

「取り組んでいない」60.4％（現時点で取り組む必要がないのは33％）

　Ｑ「女性の能力発揮促進の取り組み状況は」

「採用比率が男女平等に」は低い

「すでにＷＬＢを推進している企業」は女性の能力発揮促進についても積極的に取り　　　　組んでいる

⇒Ｑ取り組んでいる企業の実施後の変化

　　「女性の職業意識・意欲が高まった｣36.5％

　　「女性の勤続年数が延びた」32.9％

　　「女性の管理職が増えた」25.8％

　・規模別では

大企業　「管理職が増えた」

中小企業「勤続年数が延びた」

小規模　「意欲の高まり」や「顧客・取引先からの評判」

Ｑ「昇進状況は」

　　女性は係長13.9％、課長6.7％、部長4.7％

　　しかし、課長／係長は、男性89.0％　女性39.8％で、女性は男性の1／２

Ｑ行政に求められているもの

　　1位「公設施設（保育所・学童保育等の環境整備）」53.4％

2位「社会全体の理解促進啓発」49.1％

3位「男女共同参画やＷＬＢの実行に向けて取り組む企業の資金的支援」（奨励金、低　　　　　　金利融資など）34.8％

4位「取り組み事例の紹介、関連情報、ノウハウの提供」28.6％

　＊女性活用度の高い企業ほど行政へ支援を強く求めている

小規模企業はどうすればよいか、わからない

社員が最高のパフォーマンスを発揮するにはどうすればよいか！

　　公務員（行政職員）、大企業社員、中小企業社員の格差

２）『平成22年度　就労に関する市民意識実態調査報告書』（大阪市・大阪市男女共同　　　参画推進事業体）から（別紙概要）

　・女性就業者の年代別雇用形態　／20代女性の非正規化、10年以上勤務は4割

　・就労理由　／女性も経済的責任の分担、「生計を支えるため」34.7％

　　「働くことは当然の意識」男女で近づく、一方で若者の厳しい雇用・生活の実情

　・雇用者の実態　／男性は20歳代～40歳代で長時間残業の傾向

　・男女間処遇の差　／「処遇に男女差がない」が男女とも4割前後

　・女性の昇進・昇格の障害の要因　／「女性には家事・育児・介護の負担が課せられて　　　いる」女性67.7％、男性43.4％　

*　職場における女性の昇進・昇格の実態

　1位　女性の昇進・昇格は男性と同等になっている（男女とも）

　2位　女性は昇進・昇格で正当に評価されていない（女）*

　　　　昇進・昇格に見合う能力や業績を発揮する女性が少ない（男）*

　3位　女性は昇進・昇格を希望しない傾向がある（男女とも）*

　4位　昇進・昇格に見合う能力や業績を発揮する女性が少ない（女）

　　　　勤続年数が短いなど、昇進・昇格の要件に該当する女性がいない（男）*

＊企業が取り組む必要があると考えるもの

　1位　経営トップがリーダーシップを発揮して意識改革を図る（男女とも）

　2位　育児・介護休業、短時間勤務など多様な働き方を選択できるための制度整備と利用　　　　　しやすい職場風土作りの推進

　3位　性別にかかわらず正当な評価に基づく処遇を行う

６．ダイバーシティとワーク・ライフ・バランス
女性の活躍の場を拡大するには、

　ワーク・ライフ・バランス支援の取り組み

　初期キャリアにおける能力開発機会の均等化

　将来のキャリア・ビジョンをもてるような取り組み

　　　　

７．具体的取り組みの事例
１）組織・団体での取り組み事例
・東京商工会議所

　『中小企業のためのダイバーシティ推進ガイドブック』

　中小企業における人材と働き方の多様化による、組織力の強化

　内容／必要性、処方箋、ケーススタディ、リーダーシップのあり方、助成制度

・経済産業省

　『ダイバーシティ経営企業100選ベストプラクティス集』（平成25年3月）

・ＮＰＯ法人Ｊ-Ｗｉｎ（ジャパン・ウィメンズ・イノベイティブ・ネットワーク）

　企業経営の中枢を担う女性のネットワーキングを支援、「経営戦略」の視点から、企業の　　ダイバーシティ・マネジメント推進を支援

２）各個別企業での取り組み事例
・ダイワハウス　／　中間管理職のためのガイドブック

・ＳＧホールディングス　／　人事部ダイバーシティ推進ユニット「わくわくウィメンズ　　プロジェクト」

大阪市『企業における「仕事と調和（ワークライフバランス）への取り組み実態調査研究報告書』から（前掲）

・高島屋　／　平成23年度均等・両立推進企業表彰厚生労働大臣最優良賞

・千趣会　／　女性活躍支援コミッティ『Ｈａｎａ*ｍａｉｓｏｎ』

・石堂硝子　／　for my lifeプロジェクト　今年の目標「輝くママが働く職場」

まとめ

ある意味、過渡期的には厳しい、しかし現在と未来に向けての希望

女性も、男性も、子ども、多様な、さまざまな人々が可能性を生きることができる

うつくしい社会

